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平成26年２月21日 

統計トピックスNo.78 

毎年わかる地域のサービス産業 
－ サービス産業動向調査「拡大調査」の結果から － 

 
総務省は、平成 25 年６月にサービス産業動向調査「拡大調査」を初めて実施しました。我が国経

済（GDP＝国内総生産）の７割を占め、地域経済にとっても重要性を増すサービス産業の実態につい

ては、これまで毎年利用できる統計は全国値が中心でしたが、同調査の開始により、今後はサービ

ス産業の地域別の動向を、毎年知ることができるようになりました。 

そこで今回は、先月公表した結果を用いて、平成 24 年の地域別のサービス産業の状況を御紹介い

たします。 

 

【都道府県別の概観】 

 
 平成 24 年のサービス産業の年間売上高は、図１のとおりとなっています。 

サービス産業の年間売上高を都道府県別にみると、サービス産業全体では東京都、大阪府、神奈

川県、愛知県などの順となっています。また、東京都と大阪府で、「不動産業，物品賃貸業」及び「専

門・技術サービス業」において全国の５割程度のシェアを占めています（図１）。 

図１ サービス産業の年間売上高と東京都・大阪府のシェア 

 
注）情報通信業は地域別売上高の算出が難しいため、本稿の分析対象から除外しています。 

    ＜ 産　業 ＞ 　　　　＜ 主 な 事 例 ＞

･･････ 道路貨物運送、有料道路経営、鉄道

･･････ 旅行業、クリーニング、パチンコホール

･･････ 不動産取引、総合リース

･･････ 病院、保育所、老人ホーム

･･････ 旅館・ホテル、居酒屋、レストラン

･･････ 広告業、経営コンサルティング、税理士

･･････ 学習塾、外国語会話、博物館

･･････ 廃棄物処理、労働者派遣、機械修理

･･････ ソフトウェア業、携帯電話、放送業
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○ 東京都と大阪府で「不動産業，物品賃貸業」「専門・技術サービス業」のシェアが約５割 

○ 東京都の単位人口あたり売上高は「医療，福祉」を除く全ての産業で全国最多 
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各産業の年間売上高を都道府県別の単位人口あたりで見てみると、「医療，福祉」を除く全ての産

業で東京都が最多となっています。また、「不動産業，物品賃貸業」及び「専門・技術サービス業」

では、全国平均を上回るのは東京都及び大阪府のみとなっています。一方「医療，福祉」では、半

数を超える都道府県が全国平均を上回っています。 

このほか、「運輸業，郵便業」では静岡県、「宿泊業，飲食サービス業」では長野県や沖縄県など

で、単位人口あたり売上高が多くなっており、都道府県ごとの産業の特性がうかがえます（図２）。 

図２ サービス産業の都道府県別単位人口あたり年間売上高 

  

  

  

  
注）人口は、総務省統計局「人口推計」（平成 24 年 10 月 1 日現在）による「総人口」を用いています。 
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【各都道府県のサービス産業の構成】 

  次に都道府県ごとに売上高の多いサービス産業を見てみると、北海道、茨城県など東日本を中心

に 15 道府県では「生活関連サービス業，娯楽業」、福岡県、熊本県など西日本を中心に 15 県では「医

療，福祉」の年間売上高が最多となっています。 

関東地方から中国地方にかけての帯状の地域を中心に 14 県（神奈川県、愛知県など）では、「運

輸業，郵便業」が最多となっており、これらの地域で貨物や旅客の移動が特に活発であることが分

かります。なお、東京都及び大阪府では、「運輸業，郵便業」を上回り「不動産業，物品賃貸業」の

売上高が最多となっています。 

沖縄県では「宿泊業，飲食サービス業」が最多となっており、同県における観光産業のウェイト

の大きさがうかがえます（図３）。 

 

図３ 各都道府県における年間売上高が最多のサービス産業 

運輸業，郵便業

生活関連サービス業，娯楽業

不動産業，物品賃貸業

医療，福祉

宿泊業，飲食サービス業

○ 東日本を中心に 15 道府県では「生活関連サービス業，娯楽業」が最多 

○ 西日本を中心に 15 県では「医療，福祉」が最多 

○ 関東地方から中国地方にかけての帯状の地域を中心に 14 県では「運輸業，郵便業」が最多 
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各都道府県のサービス産業の構成を見てみると、経済規模の大きな都道府県では、高速道路や鉄

道などのインフラが発達しており、道路貨物運送や有料道路経営、鉄道業といった「運輸業，郵便

業」の割合が高い傾向があります。また大型不動産の取引や総合リースなどの「不動産，物品賃貸

業」、広告業や経営コンサルティング、税理士などの「専門・技術サービス業」も、活発な傾向があ

ります。 

こうしたことから、経済規模の大きな都道府県では、このような事業系サービスの割合が高い傾

向が見られます（図４）。 

 

 図４ 各都道府県の経済規模と事業系サービスの関係 

  

 

注）横軸は各都道府県におけるサービス産業の年間売上高計（対数表示）、縦軸は各都道府県におけるサービス産業の

年間売上高に占める事業系サービスの割合です。ここで事業系サービスは、便宜的に、事業者向けのサービスが中

心である「運輸業，郵便業」、「不動産業，物品賃貸業」、「専門・技術サービス業」及び「その他のサービス業」と

しています。  
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経済規模の大きな都道府県では事業系サービスの割合が高い傾向 
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  各都道府県の老年人口（65歳以上人口）と「医療，福祉」の関係を見てみると、高齢化が進んで

いる都道府県ほど、サービス産業全体の売上高に占める「医療，福祉」の割合が高い傾向が見られ

ます（図５）。 

 

図５ 各都道府県における高齢化と「医療，福祉」の関係 

 

注）老年人口割合（65歳以上人口／総人口）は、総務省統計局「人口推計」（平成24年10月1日現在）を用いてい

ます。 
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高齢化が進む都道府県では「医療，福祉」の割合が高い傾向 



 

サービス産業動向調査について 

 

サービス産業動向調査は、サービス産業の売上や雇用等の動向を明らかにするため、サービス

産業を営む事業所等を対象に実施している統計調査です。調査は、物販（卸売業，小売業）や、

経理が特殊な金融業，保険業等を除く、幅広いサービス産業（第三次産業）を対象としており、

「月次調査」と「拡大調査」（年次調査）で構成されています。 

今般結果を紹介した「拡大調査」は、サービス産業の活動を月次調査よりも詳細に、また地域

別に明らかにするため、月次調査の対象に約 43,000 事業所を追加して、平成 25 年６月に初めて

実施した統計調査です。初公表の今回は前年比較のデータがないため、単年の結果のみとなりま

したが、次回調査以降、毎年のサービス産業の動向（売上高の前年比など）を公表します。 

なお、情報通信業は地域別売上高の算出が難しいため、月次調査において全国値のみを調査し

ています。図１の情報通信業の年間売上高は月次調査の結果によるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

〈内容に関する問合せ先〉 

 

  統計調査部 経済統計課サービス年次統計係 

 

   〒162-8668 東京都新宿区若松町 19 番１号 
    電話    ：（03）5273-1165 
    ＦＡＸ   ：（03）5273-1498 
    Ｅメール ：e-nenji@soumu.go.jp 

・ホームページＵＲＬ http://www.stat.go.jp/data/mssi/index.htm 
・この冊子は、次のＵＲＬからダウンロードできます。 
 http://www.stat.go.jp/data/mssi/kekka/topics/k2013s.htm 

 

・政府統計の総合窓口（ｅ－Ｓｔａｔ） http://www.e-stat.go.jp/ 

 
【お願い】 
・本調査の統計データを引用・転載する場合には、必ず、出典（総務省「サービス産業動向調査（拡大調査）」）

の表記をお願いします。 
・サービス産業動向調査（拡大調査）結果を引用・転載された場合はお手数ですが、使用目的及び掲載先を経済

統計課サービス年次統計係（e-nenji@soumu.go.jp）まで御連絡ください。御連絡いただいた情報は、利用者

の皆様に有用性の高い統計を提供するために利用させていただきます。御協力お願いします。 


